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1. 行政資料 高年齢者の雇用の現状と見直しの検討 

 2019 年 11 月に、厚生労働省(以下、厚労省)は、高年齢者を 65 歳まで雇用するための「高年齢者雇用確保措置」の実

施状況などを取り纏めた「高年齢者の雇用状況」を公表しました。 

 70 歳までの雇用継続も検討されている昨今ですが、そもそも現状はどうなっているのか、確認してみましょう。 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．高年齢者雇用確保措置の実施状況 

高年齢者雇用確保措置とは、高年齢者雇用安定法に

より、65歳までの安定雇用を確保するため、「定年制

の廃止」、「定年の引上げ」、「継続雇用制度」のいずれ

かの措置を、事業主に義務付けるものです。 

令和元年6月1日現在、高年齢者雇用確保措置の実施

済企業の割合は99.8%と、調査対象企業のほぼ全数

が、既に何らかの措置を実施している状況です。 

雇用確保措置の実施済企業のうち、「定年制の廃止」

を講じている企業は2.7%、「定年の引上げ」は19.4%、

「継続雇用制度の導入」は77.9%となっており、定年

制度を変更するより、継続雇用制度が選択されている

ことがわかります。 

 

2．60歳定年到達者の動向 

 平成30年6月1日から令和元年5月31日までの期間 

で、60歳定年を定めている企業で定年に到達した者の

うち、継続雇用された者は84.7%、継続雇用を希望し

ない者は15.1%、継続雇用を希望したが継続雇用され

なかった者は0.2%となっています。大半の定年到達

者が継続雇用されている状況がわかります。 

 実際、60歳以上の常用労働者は一貫して増加し続

けています。31人以上規模企業における常用労働者

数（約3,165万人）のうち、60歳以上の常用労働者数

は約387万人で12.2%を占めます。平成26年時点で

の60歳以上の常用労働者数は約287万人なので、5年

で約100万人増加したことになります。 

※厚労省『令和元年「高年齢者の雇用状況」集計結果』より抜粋 
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2. 行政資料 「過労死等防止対策白書」について 

 2019年10月、厚生労働省は、『令和元年版過労死等防止対策白書』を公表しました。平成26年の過労死等防止対策推

進法施行から5年。過労死等の現況はどのようになっているのかをご案内いたします。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．過労死等防止対策白書 

 過労死等防止対策白書とは、過労死等防止対策推進

法に基づき、我が国における過労死等の概要及び政府

が過労死等の防止のために講じた施策の状況等を纏め

たもので、国会に毎年報告される年次報告書です。4

回目となる今回の白書では、以下の点がポイントとし

て挙げられています。 

 

1 

長時間労働の実態があると指摘のある建設業、メ

ディア業界に関する労災認定事案の分析など、企

業における過労死等防止対策の推進に参考とな

る調査研究結果を報告 

2 

長時間労働の削減やメンタルヘルス対策、国民に

対する啓発、民間団体の活動に対する支援など、

昨年度の取組を中心とした労働行政機関などの

施策の取組状況について詳細に報告 

３ 

企業や民間団体などにおけるメンタルヘルス対

策や勤務間インターバル制度の導入をはじめと

する過労死等防止対策のための取組事例をコラ

ムとして多く紹介 

 

２．長時間労働の指摘がある2業界への分析 

 前述の建設業・メディア業界の分析は、平成22年1

月から平成27年3月までに労災支給決定(認定)された

事案を対象に、当該業種を抽出し行われています。 

 

 まず、脳血管疾患・心臓疾患労災認定から見ていき

ます。建設業では、発症時の年齢階層は50歳代が最も

多く、以下40歳代、60歳代と続いています。発症要因

としては、長期間の過重業務が最も多く、労働時間以

外では、拘束時間の長い勤務と精神的緊張を伴う業務

が多くなっています。一方、メディア業界は、発症時

の年齢階層で40歳代の事案が最も多く、次いで30歳代

でした。労災認定要因は“全て”が長期間の過重業務で

した。 

 続いて、精神障害事案を見てみます。建設業の技能

労働者等では、その発症に関与したと考えられる業務

によるストレス要因（以下、「ストレス要因」）は、半

数が墜落・転落や重機への巻き込まれ等の労働災害の

被害を要因としています。また、現場監督、技術者で

は自殺事案が多く、ストレス要因は、長時間労働や業

務量等の変化が多くなっています。一方、メディア業

界では20～30歳代の若い世代が多く、特に自殺事案で

は全て20歳代でした。ストレス要因は、やはり長時間

労働に関連するものが多く、そのほかに、仕事の量・

質や対人関係に関するものが多くなりました。 

 このように、両業界共に長時間労働による原因が目

立ちますが、ではなぜ長時間労働が引き起こされるの

でしょうか。 

 

３．雇用確保措置対象年齢引き上げに向けた 

政府の動き 

 「日本においては2007年に生まれた子供の半数が

107歳より長く生きる」といわれる、人生100年時代

の到来を見据え、政府はすでに70歳までの就業機会確

保や、高齢期の就労拡大・長期化等に伴う年金制度見

直しを検討しています。内閣に設置されている日本経

済再生本部は、令和元年6月に公開した『成長戦略フ

ォローアップ』という資料の中で、70歳までの就業機

会確保に向け以下のような提言を行っています。 

・70歳までの就業機会について、多様な選択肢を用意

し、個人の特性に応じた活躍を推進 

・シルバー人材センターの機能強化や、高年齢労働者

の安全・健康確保に取組む企業を支援 

・在職老齢年金や被用者保険の適用拡大等、年金制度

の見直しを実施 

 

 

４．さいごに 

 前段の政府の動きは検討段階であるため、実際に行

われるかどうかについては、現時点では未確定ではあ

ります。ただ、高齢化が進み、健康寿命も着実に伸び

ている現状を踏まえると、働く意欲と能力のある高齢

者の雇用継続を義務付けること、および雇用継続を支

援する施策を強化していくことは当然の流れとも言え

ます。 

現在も、定年制の廃止等を行った場合、「65歳超雇

用推進助成金」の支給要件に当てはまる可能性があり

ます。弊所では貴社のお取り組みにあたり、助成金の

支給要件に該当するかのチェックも含め、ご負担を最

小限に抑えられるようサポートさせていただきます。

高齢者の雇用改善についてご検討される際には、弊所

までお気軽にご相談ください。 
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Q & A 
記事の中でちょっと気になる豆知識をご案内。今回は、1ページ目の「高年齢者の雇用の現状と見直しの検討」

に関連する豆知識をお伝えします。 

 

 

 
      

Q． 「65歳超雇用推進助成金」について教えてください。 

A． 

高年齢者が意欲と能力のある限り年齢に関わりなく働くことができる生涯現役社会

を実現するため、65 歳以上への定年引上げや高年齢者の雇用管理制度の整備等、高

年齢の有期契約労働者の無期雇用への転換を行う事業主に対して助成されるもので

す。この助成金には、以下の 3種類のコースがあります。 

コース・概要 受給要件 

65歳超継続雇用促進コース 

「 65歳以上への定年引上げ」「定年の

定めの廃止」「希望者全員を対象とす

る66歳以上の継続雇用制度の導入」の

いずれかを導入した場合に受給でき

ます。 

①労働協約または就業規則により、「65歳以上への定年引上げ」「定年の定めの廃止」「希望

者全員を66歳以上の年齢まで雇用する継続雇用制度の導入」のいずれかに該当する制度

を実施したこと。  

②①の制度を規定した際に経費を要したこと。 

③①の制度を規定した労働協約または就業規則を整備していること。 

④高年齢者雇用推進員の選任および高年齢者雇用管理に関する措置を実施している事業主

であること。 

高年齢者評価制度等 

雇用管理改善コース 

高年齢者向けの雇用管理制度の整備

等に係る措置を実施した場合に受給

できます。 

①雇用管理整備計画の認定 

 高年齢者のための雇用管理制度の整備等のため、次の取組に係る「雇用管理整備計画」を

作成し、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長に提出してその認定を受けること。  

高年齢者の雇用の機会を増大するための能力開発、能力評価、賃金体系、労働時間等の

雇用管理制度の見直しもしくは導入または医師もしくは歯科医師による健康診断を実施

するための制度の導入 

②高年齢者雇用管理整備の措置の実施 

①の雇用管理整備計画に基づき、同計画の実施期間内に高年齢者雇用管理整備の措置を

実施すること。 

高年齢者無期雇用転換コース 

50歳以上かつ定年年齢未満の有期契

約労働者を無期雇用に転換させた場

合に受給できます。 

①無期雇用転換計画の認定 

「無期雇用転換計画」を作成し、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長に提出して

その認定を受けること。 

②無期雇用転換措置の実施 

①の無期雇用転換計画に基づき、当該計画の実施期間中に、高年齢の有期契約労働者を

無期雇用労働者に転換すること。 

 

 企業調査結果を見てみると、建設業の技術者の所定

外労働が生じる理由は、「業務量が多いため」（56.7％）

が最も多く、次いで「人員が不足しているため」

（53.7％）、「顧客からの不規則な要望に対応する必要

があるため（予期せぬ設計変更等）」（51.1％）でした。

技能労働者では、「人員が不足しているため」（49.7％）

が最も多く、次いで「仕事の繁閑の差が大きいため」

（46.5％）、「業務量が多いため」（45.5％）でした。 

 また、メディア業界では、制作職の所定外労働が生

じる理由は、「仕事の繁閑の差が大きいため」（49.6％）

が最も多く、次いで「顧客からの不規則な要望に対応

する必要があるため」（48.1％）、「業務量が多いため」

（47.7％）となっており、業種別にみると、広告では、

「顧客からの不規則な要望に対応する必要があるた

め」（65.5％）が最も多く、次いで出版の「仕事の繁

閑の差が大きいため」（56.1％）、新聞の「仕事の繁閑

の差が大きいため」（55.2％）でした。 

 

 

４．労働時間の把握と改善について 

 このように長時間労働の原因は、業界で差異が出る

ことのみならず、業種や従事する業務によっても変わ

ってくるため、個別の原因調査と対策が必要です。そ

こで、まずは働く時間の正確な把握や業務にかかる時

間の分析を行うことが重要です。そして、「従業員のス

キルマップの作成」「働き方計画表の作成」「業務の棚

卸し、平準化」「管理職の教育」「ムリ、ムダ、ムラの

削減」などの手法を検討・採用しながら、自社により

最適な形で労働時間を見直していきましょう。 

 

５．さいごに 

 2020年4月からは、中小企業には猶予されていた時

間外労働上限規制も施行されます。法律を守るという

ことはもちろんのこと、従業員の健康を守るという観

点も大切にしながら、労働時間削減に取り組んでいき

ましょう。 
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3. 提  供 『経営に役立つビジネリポート』を無料でご提供いたします！ 

弊所がお届けする“ビジネスリポート”は、経営に役立つ情報が満載です！ 

例えば「マネジメント関連」では経営戦略、企画・営業、広報、生産・物流、 

人事管理等の情報を、「ビジネス関連」では卸・小売、食品、製造、不動産、 

情報・通信等の各業界情報を、その他「ビジネス以外」では、生活分野、 

健康、環境、豆知識など、多岐にわたる経営情報を取り揃えております。 

以下の中からご興味があるテーマがございましたら、弊所あてにお電話 

いただくか下記フォームに必要事項をご記入のうえＦＡＸをお送りください。 

ご希望のリポートを“無料”にてお届けいたしますので、お気軽にお申し込みください。 

今月のおすすめビジネスリポート 
 

リポート番号 タイトル 内容 

＃2595 

（全 6 ページ） 

【年末調整】今押さえておくべき 

2020 年の変更点 

・年末調整の目的 

・年末調整に関わる税制改正等のポイントと解説 

・2019 年分の年末調整に関する影響 

・年末調整手続きの電子化 

＃2599 

（全 12 ページ） 
うっかり未払いをなくすための残業代 Q＆A 

・残業代の計算基礎から除外できない手当は？ 

・労働が 24 時を超え翌日に及ぶ場合の残業代は？ 

・休日振替や代休の場合の残業代はどうなる？ 

・残業代を払いすぎているケースもある？ 

＃2600 

（全 5 ページ） 
会社の業績が理解できる「収益」の基本 

・収益とは 

・収益項目の詳細 

・収益を使用する主な財務指標から分かること 

＃2601 

（全 6 ページ） 

運転中のスマホ利用が厳罰化！  

従業員の「ながら運転」を 

会社はどこまで制約できるか？ 

・たった 1 回の違反で免許停止も 

・カーナビ使用の事故が多発 

・「ながら運転」厳罰化 改正前後比較 

・会社はどのように対策する？ 

・会社はどのように対策する？            他 

＃2990 

（全 8 ページ） 

ラグビーW 杯で地域を活性化 

 2020 年以降も使える「おもてなし」術 

・経済波及効果は 4372 億円 

・官民連携の「One Team」で地域を PR 

・広域連合で PR 効果を高める 

・開催地でなくても地域を PR できる         他 

 

お気軽にご用命ください 
TEL ＞＞＞ 03-3574-3521 
FAX ＞＞＞ 03-3574-3523 

 

貴社名  ご担当者様 
部署・所属 

所在地 〒 

E-mail  Tel  

ご希望のリポート

番号 
 

※ご記入いただきました個人情報は、ビジネスリポートのご案内およびお届けすることを目的とし、それ以外では利用いたしません。 

 
 
 

お困りのことがございましたらお気軽に弊所までご相談ください。 


